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セグメント別事業概況
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A t  a  G l a n c e

収益基盤の拡大に向けて、「GG Plan」では、各セグメントにおけるコアビジネスおよびその周辺分野で、引き続き優良

資産の積み増しを行っています。これにより、環境の変化を受けにくいバランスの取れた事業ポートフォリオの強化に取

り組んでいます。

金属

戦略分野
･スチールサービスセンター
･鋼管SCM
･アルミ地金
･自動車部品事業
･工具鋼加工・流通業
･国内ステンレス加工・
流通事業

輸送機・建機

戦略分野
･船舶バリューチェーン
･鉄道リース
･自動車バリューチェーン
･建機バリューチェーン

インフラ

戦略分野
･電力事業（IPP／IWPP）
･電力・プラントEPC
･通信事業
･水事業
･産業インフラ
･通信プロジェクト
･電力エネルギーソリュー
ション
･環境・省エネ

メディア・ライフスタイル

戦略分野
･ケーブルテレビ事業
･放送・映画事業
･通信・移動体事業
･ネットビジネス
･ITソリューション事業
･食品スーパー事業
･ドラッグストア事業
･ブランド事業
･ダイレクトマーケティング
事業

17% 輸送機・建機

8% インフラ

6% メディア・ライフスタイル

2% 化学品・エレクトロニクス資源・エネルギー 13%

生活産業・建設不動産　8%

金融・物流　2%

国内ブロック・支店 4%

海外現地法人・海外支店 19%

その他 9% 12% 金属

2007年度

純利益

2,389億円
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セグメント別純利益
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100

化学品・エレクトロニクス

戦略分野
･硫黄・硫酸バリューチェーン
･排出権ビジネス
･ガラス原料
･合成樹脂
･有機化学品
･EMS事業
･薄型ディスプレー関連事業
･ペットケア事業
･医薬
･農薬

資源・エネルギー

生活産業・建設不動産

戦略分野
･生鮮食品
･肥料
･砂糖
･タイヤ
･木材資源
･生コン
･紙パルプ
･オフィスビル・商業施設賃貸
事業
･マンション分譲事業
･不動産ファンドビジネス

金融・物流

戦略分野
･銅・金
･石炭
･石油・ガス
･LNG
･銀・亜鉛・鉛
･ニッケル
･ウラン
･鉄鉱石
･炭素
･バイオ燃料
･クリーンエネルギー

戦略分野
･リース関連ビジネス
･コモディティビジネス
･アセットマネジメントビジネス
･中小企業金融ビジネス
･直接投資関連ビジネス
･高付加価値物流ネットワーク
･海外工業団地
･保険ビジネス
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収益基盤拡大に向けた主な取り組み

セグメント 2007年度実績 2008年度計画

金属
Howco子会社化 ブラジル鋼管新ミルへの出資
住友金属株式買い増し スチールサービスセンター網の拡充

輸送機・建機
住友三井オートサービス設立 自動車・建機：事業展開強化
エース・オートリース買収 船舶・車輌：ポートフォリオ拡充

インフラ
Amata Power 権益取得（タイ） IPP/IWPP事業拡充
地域冷房事業（UAE） 海外通信事業強化

メディア・ライフスタイル
ジュピターショップチャンネル子会社化 J:COM基盤拡大
J:COM基盤拡大（JTV統合等） リテイル事業拡充（TV・Web通販等）

化学品・エレクトロニクス
Cantex新工場立ち上げ（米国） EMS事業強化
薄型TV基板実装事業（北米） 農薬事業拡充

資源・エネルギー
アンバトビーニッケル鉱山開発開始（マダガスカル） アンバトビーニッケル鉱山開発推進（マダガスカル）
Assmang鉄鉱石権益買い増し（南アフリカ） サンクリストバル鉱山事業基盤強化（ボリビア）

生活産業・建設不動産
Terneyles出資比率引き上げ（ロシア） Terneyles工場建設（ロシア）
不動産新規ビル取得 不動産新規物件取得

金融・物流
ガリアプラスへの出資 投資開発ビジネス強化
第二タンロン工業団地開発（ベトナム） リース事業強化



荒井　俊一
金属事業部門長
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（見通し）

AG Plan
（実績）

金属

エネルギー、自動車関連でバリューチェーンをさらに高機能化

当事業部門は、鋼材・鋼管等の鉄鋼製品から、アルミ・チタン等の非鉄金属

まであらゆる金属製品を取り扱い、幅広い分野で顧客のニーズに的確に対応

したバリューチェーンを展開しています。薄板分野では、内外のスチールサー

ビスセンター網を通じて、自動車・家電メーカー向けを中心に、薄板の調達・

在庫・加工及びジャストインタイムで納入するサービスを提供しています。鋼

管分野では、石油・ガス会社向けに当社独自の油井管SCM（サプライ・チェー

ン・マネジメント）システム「TIMS＊」に加えて、オイルフィールドサービス分野

への展開を図り、トータルサービスプロバイダーの機能を拡充しています。

＊TIMS : Tubular Information Management System 

業績ハイライト
（億円）

’03 ’04 ’05 ’06 ’07 ’08
（年度） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （予想）

売上総利益 420 499 654 776 802 900

持分法損益 6 33 41 74 90 —

当期純利益 76 133 189 263 292 270

基礎収益 79 140 212 285 295 —

総資産 3,904 4,726 6,628 7,992 7,555 —

AG Plan GG Plan
（実績） （見通し）

リスクアセット
（06年度末、08年度末） 1,200 1,220

リスク・リターン
（2年平均） 22.4% 24.0%

T Bailey Group（米国シアトル）と共同で設立したKatana Summit, LLC
は、ワシントン州に第一工場を建設し、2007年5月に本格稼働しました。
新たに、米国で風力発電用タワーの製造拠点を設立し、2010年までに年
間400－600基のタワー製造を目指します。

HOWCO社工場で製造中の油井機器用部品。石油・ガス生産井でさまざ
まな制御を行う油井機器は活発な石油・ガス開発を背景に需要が増加して
います。同社は油井機器用の金属部品の製造に特化し、英国、北米、ドバイ、
シンガポールを拠点にSCMを行っています。
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鉄鋼・アルミ業界では、原材料価格の高騰による影響が

懸念されているものの、内外で堅調な需要が続いていま

す。鋼管・厚板では、資源・エネルギーの消費拡大を背景

に、エネルギー関連や造船関連での需要が堅調に推移して

います。また、自動車や家電産業では、中国やアセアンを

はじめとする新興国での需要を背景に、日本からの高級鋼

材の輸出が高水準で推移しています。

GG Planでは、成長が期待できるエネルギーや自動車

関連へ経営資源を投入し、金属製品のトレードやSCMに

加え、加工・製造分野も強化した高機能ソリューションプ

ロバイダーとして、バリューチェーンの強化に取り組んで

います。

鋼管分野では、世界12カ国13カ所で展開する鋼管SCM

に加工・サービスなどの付加価値を加えて、バリューチェー

ンを拡充していきます。

鋼材分野では、業界トップクラスのスチールサービスセ

ンター網において、加工設備の増強や高度化を行うととも

に新興国での事業拡大を推進し、また、自動車部品製造分

野の事業強化も進めています。

非鉄金属製品分野では、アルミやチタンビジネスにおい

て、川上から川下へ至るまでのバリューチェーンの拡充を

目指し、内外での取引の拡大を図っていきます。

GG Planの基本戦略と2008年度の重点施策

2007年度の業績は、堅調なスチールサービスセンター

事業や厚板取引に加え、中東・アフリカ・CISにおける原

油・ガス開発向けなどでの安定した鋼管の需要により、純

利益は前年度比29億円増の292億円となりました。

2007年度は、エネルギー及び自動車関連でリスクアセッ

トの積み増しを行い、収益基盤の強化を行いました。

エネルギー関連では、鋼管分野で、油田やガス田で使用

する油井機器用金属部品の製造・販売を行う業界最大手の

HOWCO Group（スコットランド）を連結子会社化しまし

た。これにより、グローバルに油井管の周辺部品やサービ

スを提供できる体制を構築し、バリューチェーンを強化し

ました。将来の布石として、フランス鉄鋼メーカーの

Vallourec Groupと住友金属工業（株）が設立する、ブラジ

ルの鋼管製造合弁会社への出資を決定しました。これは、

2010年稼働予定の高炉からシームレスパイプ（継ぎ目無

し鋼管）製造までを一貫して行う事業です。また厚板分野

では、米国で、鋼製タンクメーカーのT Bailey, Inc. Group

と共同で、風力発電用タワーの製造販売会社Katana

Summit, LLCを設立しました。

自動車関連では、鋼材分野で、富士重工業（株）及びコン

テナ・特殊車輌メーカーの中国国際海運集装箱（集団）股L

有限公司と共同で、塵芥収集車の製造・販売会社を中国で

設立しました。また、急速に成長するインドの自動車市場

に対応し、現地自動車部品メーカーのJAY BHARAT

MILLS及び日新製鋼（株）と共同で、自動車用鋼管の製造・

販売会社を設立しました。中国では住友金属工業、

ThyssenKrupp Chinaとの合弁で設立したクランクシャ

フトの製造・販売会社である恵州住金鍛造有限公司が、第

2鍛造プレスラインの営業運転を開始しました。同社の生

産能力は、年産80万本から180万本となり、中国・アセア

ン地域での供給体制が強化されました。

また国内では、新日鐵住金ステンレス（株）、日鐵商事

（株）とステンレス鋼板販売事業及びコイルセンター事業

を統合してNSステンレス（株）を設立し、販売力を強化し

ました。

2007年度の実績



大森　一夫
輸送機・建機事業部門長
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（予想）

AA Plan AG Plan GG Plan

輸送機・建機

安定した事業の成長と、新規ビジネスへのチャレンジを継続

当事業部門は、自動車、船舶、航空機、鉄道などの輸送機、及び建設機械に

ついて川中から川下、川上分野へと事業を展開しています。自動車事業は、部

品製造から流通・小売、金融サービスにわたるバリューチェーンをグローバル

に展開しています。船舶事業では、商社で唯一造船所に出資しており、自社船

事業も展開しています。建設機械事業は、商社業界トップクラスの取扱高を誇

り、建機販売事業のグローバル展開に加えて、レンタル事業、中古建機販売、

生産部品物流等のバリューチェーンを構築しています。そのほか、鉄道プロジ

ェクト及び車輌輸出に強みのある鉄道車輌事業を擁しています。

業績ハイライト
（億円）

2007年よりウクライナで営業を開始したレクサスディーラー。輸送機・建
機事業部門では、自動車卸売・小売・金融事業を展開しています。

韓国車輌メーカーHyundai Rotem Companyと共同で、チュニジア国鉄
から新型通勤電車76輌を受注しました。チュニジアでは首都チェニスの
交通渋滞緩和、環境への負荷軽減のために既存路線の電化による近代化
が進められています。
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’03 ’04 ’05 ’06 ’07 ’08
（年度） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （予想）

売上総利益 986 1,133 1,275 1,346 1,577 1,670

持分法損益 29 38 40 50 71 —

当期純利益 96 135 198 267 416 320

基礎収益 148 206 241 290 353 —

総資産 7,930 8,715 10,370 11,407 16,049 —

AG Plan GG Plan
（実績） （見通し）

リスクアセット
（06年度末、08年度末） 1,600 2,200

リスク・リターン
（2年平均） 16.8% 18.5%



Sumitomo Corporation   27

自動車分野は、中国・インド・アセアン諸国などの経済成

長に伴い、市場の拡大が見込まれます。建設機械分野は、

米国市場の落ち込みはありますが、新興国での都市開発や

資源国での資源開発向けに引き続き堅調な需要が見込ま

れます。船舶分野についても好調な海運市況を背景に、自

社船事業の環境は良好です。

「安定した成長を可能にする、しぶとい事業部門」をGG

Planの基本方針に、事業の絞込みと入替により事業の質

を改善するとともに、自動車部品事業の海外展開などの戦

略分野を積極的に拡大していきます。

自動車の川下分野（小売・金融）では、2007年10月に合

併により発足した住友三井オートサービス（株）の更なる収

益力強化のために、規模拡大による原価低減やメンテナン

ス・カード・保険等、周辺事業の拡大を進めていきます。イ

ンドネシアの自動車・自動二輪金融事業では、引き続き規

模の拡大や経営の質の向上に注力するとともに、このビジ

ネスモデルを他のアジア諸国にも展開していきます。

建設機械分野では、欧米で蓄積した販売代理店事業の運

営ノウハウを活用して、重点市場である中国とロシアにお

ける販売網の強化に取り組むとともに、レンタル事業の海

外展開を推進します。

船舶事業では、新造船取引の裾野拡大を図る一方、輸送

機リースでは、ビジネスの一層の多様化に取り組んでいき

ます。

GG Planの基本戦略と2008年度の重点施策

2007年度の業績は、自動車、建機、船舶事業がそれぞれ

好調であったことや、住友三井オートサービス合併に伴う

みなし売却益があったことから、純利益は前年度比149億

円増の416億円と大幅な増益を記録しました。

自動車の川下分野（小売・金融）では、戦略的M&A推進

の一環として、個人向けリースに強い（株）エース・オート

リースを子会社化しました。今後、住友三井オートサービ

スと連携しながら、小規模法人・個人向けオートリース事

業の基盤拡大に取り組んでいきます。

海外の川上分野では、インドのSwaraj Mazda Limited

で、いすゞ自動車（株）製中大型バスの量産・販売がスター

トしました。また、Hero Motors Limitedと合弁を組み、

自動車用ブレーキ部品の製造・販売に乗り出しました。川

下分野では、ウクライナでトヨタ自動車（株）のレクサスの

輸入・販売を開始しました。

航空機リース事業では、保有航空機の入替を進める中で、

新たにVirgin America Inc.向けに2機の航空機リースを受

注したほか、日本で初めて航空機部品リースに本格参入し

ました。さらに、全日本空輸（株）向けに国内初のウェット

リース＊を獲得したのを機に、米国航空貨物輸送会社の対

中国代理店権も獲得しました。今後は、日本での追加受注

に加え、中国エアラインの新規開拓など貨物航空機ウェット

リースの受注拡大に取り組んでいきます。

鉄道車輌事業では、韓国大手車輌メーカーと共同で、チュ

ニジア国有鉄道から新型通勤車輌76輌を受注しました。

建設機械事業では、資源・エネルギー開発が旺盛なカナ

ダにて積極的な設備投資を行い、大型建機の修理と部品

販売・加工・取り付け等サービス関連事業を強化しました。

欧州市場も好調に推移したほか、中国・中近東・ロシアな

ど新興市場向けの売上が拡大しました。

船舶事業では、新興国向けの荷動きが活況で、これに伴

って新造船の旺盛な需要により好調が持続しました。

＊ウェットリース：乗員と航空機材をパッケージにしたリース

2007年度の実績



守山　R博
インフラ事業部門長
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（億円）

GG Plan
（見通し）

AG Plan
（実績）

（年度）’04’03 ’05 ’06 ’07 ’08
（予想）

AA Plan AG Plan GG Plan

コアビジネスの育成と強化により収益基盤を拡充

当事業部門は、「基幹インフラの高度化を通じ、社会に貢献する機能集団を

目指す」ことをそのミッションとし、グローバル・ベースで、電力、通信、環

境・省エネ、産業インフラ関連のビジネスに取り組んでいます。そして、事業

とトレードを最適なバランスで組み合わせ、中長期的に安定した収益基盤の構

築を進めています。特に電力分野では、ファイナンスの組成、プロジェクト・マ

ネジメント等の機能を十分に発揮することにより、収益基盤を拡大させていま

す。その結果、設計から買い付け・建設までを請け負うEPC＊の納入実績は、

アジアを中心に商社トップクラスの約4万5,000MWに上ります。また、海外

電力事業でも、2007年度末の保有発電容量は約2,800MWに達しています。

＊EPC(Engineering, Procurement and Construction): 工事込プラント建設請負形態

業績ハイライト
（億円）

マレーシア最大の独立系発電事業者マラコフ社向けタンジュン・ビン石炭
火力発電所（2,100MW）。シンガポール対岸のジョホール州に建設した本
発電所は、約300万人のマレーシア国民に電力を供給する東南アジア最大
の発電所です。

JV East Telecom社（ウズベキスタン）の本社ビル。同社は、携帯電話事
業者、インターネットサービスプロバイダーに回線をリースするとともに、
主に企業に対して一般電話・データ通信サービス及びさまざまな付加価値
サービスを提供しています。

インフラ
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’03 ’04 ’05 ’06 ’07 ’08
（年度） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （予想）

売上総利益 282 322 291 383 410 430

持分法損益 10 13 41 52 68 —

当期純利益 18 38 77 165 189 190

基礎収益 51 76 74 133 160 —

総資産 4,357 4,574 4,662 4,726 4,788 —

AG Plan GG Plan
（実績） （見通し）

リスクアセット
（06年度末、08年度末） 740 930

リスク・リターン
（2年平均） 16.3% 25.1%
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電力関連の設備投資は、途上国や新興国での旺盛な電

力需要を背景に、堅調に推移しています。また、グローバ

ルに地球環境への関心が高まっており、環境・省エネ関連

ビジネスの拡大が見込まれます。通信関連では、固定電話

市場が停滞する一方で、ブロードバンドや携帯電話市場が

拡大しています。

このような事業環境のもと、当事業部門では、発電事業、

電力・プラントEPCを徹底強化する一方、通信事業や水事

業に経営資源を投入し、コアビジネスに育成していきます。

電力分野では、アジア・中東・CIS・アフリカ地域を中心に、

EPC案件の継続受注に取り組んでいます。IPP＊1/IWPP＊2で

は、アジア・中東・米国での事業の拡大を図ります。

水事業では、メキシコ・アジア・中東でビジネスを開拓

します。通信事業では、米国やCISを中心に優良事業への

投資を行い、ブロードバンド及び携帯電話事業の拡大を図

ります。

環境・省エネ分野では、太陽光や風力などの新エネル

ギーによる発電事業や、温室効果ガス排出削減プロジェク

トなど、環境に貢献するビジネスを推進します。

通信プロジェクト、産業インフラ分野では、海外での設

備、プラントビジネスに取り組んでいます。また、国内に

おいても、電力小売事業や各種機械の販売を行っており、

安定した収益基盤の強化を図っています。

＊1 IPP（Independent Power Producer）：独立発電事業者

＊2 IWPP（Independent Water & Power Producer）：独立発電造水事

業者

GG Planの基本戦略と2008年度の重点施策

2007年度の業績は、アジアを中心に電力事業が好調で

あったことから、純利益は前年度比24億円増の189億円と

なりました。

電力事業では、ベトナムのフーミー2-2火力発電所、フィ

リピンのCBK水力発電所、トルコのビレチック水力発電所

に加え、2006年後半から操業を開始したタンジュン・ジャ

ティB石炭火力発電所が業績に貢献しました。また、タイ・

ベトナムの工業団地内で3つの発電所を運営している

Amata Power Limitedの権益を新たに取得しました。

IPP/IWPP分野では、引き続きビジネスの拡大に注力して

いきます。EPC案件では、アジア最大級規模のマレーシア

のタンジュン・ビン石炭火力発電所が完工しました。この

規模の発電所建設としては、世界でも最短の工期で完成し

たことにより、当社のプロジェクト管理能力が高く評価さ

れました。また、環境配慮型の発電設備にも取り組み、ウ

クライナで高炉副生ガス焚き複合火力発電設備を受注し

たほか、インドネシア及びニュージーランドで地熱発電所

の建設工事を進めています。

環境・省エネ分野では、アラブ首長国連邦において、電

源開発（株）、現地の大手地域冷房事業者であるThe

National Central Cooling Co.（Tabreed）とともに、地域

冷房事業に参画しました。また、スペイン領カナリア自治

州にて、日本企業が事業主体のプロジェクトとしては、過去

最大級となる出力の太陽光発電事業に取り組んでいます。

通信事業では、韓国最大手の総合通信事業者であるKT

Corporationと共同で、ウズベキスタン共和国の通信事業

者2社に出資しました。出資先のJV East Telecomは、主

要都市を結ぶ光ファイバーケーブルの幹線ネットワークを

所有しており、Super iMAXは、主要18都市の無線ブロー

ドバンド事業を行っていきます。ウズベキスタンでは、携

帯電話とインターネットの需要が急速に増加しつつあり、

両社の事業拡大が期待されます。

2007年度の実績



大澤　善雄
メディア・ライフスタイル事業部門長

300

250

200

150

100

50

0 0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

純利益の推移 リスク・リターン／リスクアセット
リ
ス
ク
・
リ
タ
ー
ン
（
%
）

リスクアセット（億円）

（億円）

GG Plan
（見通し）

AG Plan
（実績）

（年度）’04’03 ’05 ’06 ’07 ’08
（予想）

AA Plan AG Plan GG Plan

コアビジネスを強化し、マルチチャンネルリテイルを推進

当事業部門は、放送と通信等各種メディアの融合、消費形態の多様化が進む

中、メディア、ネットワーク、ライフスタイル・リテイルの各分野を融合させ、消

費者の多様なライフスタイルに対応する新たな価値を創造・提供していきま

す。メディア分野では、ケーブルテレビ、多チャンネル番組供給、映画関連事

業を核に、インフラとコンテンツの両面から事業展開しています。ネットワー

ク分野では、ITソリューション・ネット関連事業と移動体通信事業、ライフス

タイル・リテイル分野では、日本最大のテレビ通販事業ショップチャンネルのほ

か、食品スーパー、ドラッグストア、ブランド事業が主力となっています。

業績ハイライト
（億円）

ジュピターテレコムは、2008年3月末で20社42局を傘下に持つ、市場シェ
ア35%の国内最大のCATV会社です。インターネットの高速化、高付加価
値サービス、地域密着サービスの充実などの差別化を進め、顧客基盤を拡
大しています。

ナラカミーチェは、イタリアの高級シャツブランドです。日本全国の百貨店
を中心に74店舗を展開しており（2008年3月末）、Web、TV、カタログ等、
販路開拓による事業拡大を目指しています。

メディア・ライフスタイル
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’03 ’04 ’05 ’06 ’07 ’08
（年度） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （予想）

売上総利益 952 1,020 1,041 1,261 1,687 1,860

持分法損益 42 54 105 127 93 —

当期純利益 79 241 266 125 138 130

基礎収益 86 89 112 154 191 —

総資産 4,499 4,456 5,051 5,139 6,756 —

AG Plan GG Plan
（実績） （見通し）

リスクアセット
（06年度末、08年度末） 1,420 1,750

リスク・リターン
（2年平均） 11.5% 8.0%
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メディア分野では、ケーブルテレビ業界No.1の（株）ジュ

ピターテレコム（J：COM）と国内最大手の多チャンネル番

組供給事業統括会社の（株）ジュピターTVの統合により、

インフラとコンテンツを融合させた総合ケーブルサービ

スを提供する体制を整え、超高速インターネット・ハイビ

ジョン放送などを含め、地域に密着したサービスを拡充し

ていきます。また、優良な映画製作・出資からシネコン展

開までバリューチェーンを拡充して、収益基盤強化に取り

組みます。

ネットワーク分野では、移動体通信の端末販売を手がけ

る（株）エム・エス・コミュニケーションズ（MSコム）が、同業

の（株）テレパークとの統合により、業界での圧倒的No.1

の地位を確立し、さらに経営を効率化して収益力の強化を

図ります。住商情報システム（株）（SCS）は、成長分野にお

いて他企業との提携を含めて、ITソリューション事業の収

益基盤拡充に取り組んでいきます。

ライフスタイル・リテイル分野では、食品スーパーのサ

ミット（株）、調剤薬局併設型ドラッグストアを運営する（株）

住商ドラッグストアーズは、自力成長と他社提携を通じて

シェア拡大を目指します。さらに、子会社化したジュピター

ショップチャンネル（株）（JSC）を中核に、各種リテイル事

業及びブランド事業との融合により、従来の店舗に、TV、

Web、携帯での通販を加え、マルチチャンネル型リテイル

事業を推進していきます。

GG Planの基本戦略と2008年度の重点施策

2007年度の業績は、（株）西友の株式譲渡に関する損失

が発生したものの、メディア分野の事業再編等により、純

利益は前年度比13億円増の138億円となりました。

メディア分野では、J:COMが隣接ケーブルテレビ局の

買収により、引き続き広域運営化を推進して総加入世帯数

を283万世帯に伸ばしたほか、チャンネル数の増加やデジ

タルサービスのラインアップ強化に取り組みました。映画

関連事業では、ユナイテッド・シネマ（株）が（株）東急レク

リエーションとの提携により、人気作品の共同興行等、収

益基盤の強化を図りました。

ネットワーク分野では、SCSが総合ITソリューションの

提供体制の強化及び各種経営改革を推進し、収益性を向

上させ、業績は堅調に推移しました。MSコムは中小代理

店の系列化等により、店舗数を拡大しました。また、イン

ターネット・ドラッグストアの（株）創快ドラッグを子会社化

し、成長戦略を加速しました。

リテイル分野では、子会社化したJSCが視聴可能世帯の

拡大等により売上を伸ばし、日本のテレビ通販で初めて売

上高1,000億円を超えました。イタリアの高級シャツブラ

ンド（株）ナラカミーチェを買収してブランドポートフォリ

オに加える一方、中核ブランド事業の（株）モンリーブ、

（株）バーニーズジャパンの業績は堅調に推移しました。ま

た、サミットのネットスーパー“らくちん君”や、ネット版ア

メリカンファーマシー等、既存リテイル事業のWeb化によ

るマルチチャンネル化を推進しました。

2007年度の実績



コアビジネスでグローバルネットワークの拡充が進展

当事業部門では、グローバル展開の推進と経営資源の入替の加速による持

続的な成長に向けて取り組んでいます。基礎化学品分野では、合成樹脂原料・

製品や、有機・無機化学品などを幅広く取り扱っています。エレクトロニクス

分野ではシリコンウエハー、青色LED素子等、先端電子材料を扱うとともに、

アジアを中心にEMS＊事業を積極的に展開しています。ライフサイエンス分

野では、医薬及び農薬・家庭用防疫薬やペット関連商品などを扱っています。

＊EMS（Electronics Manufacturing Services）: 電子機器の受託製造サービス

森　修一
化学品・エレクトロニクス事業部門長

業績ハイライト
（億円）

0

50

100

150

200

250

300

0 500 1000 1500 2000 25000

5

10

15

20

25

100

80

60

40

20

0 0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

純利益の推移 リスク・リターン／リスクアセット
リ
ス
ク
・
リ
タ
ー
ン
（
%
）

リスクアセット（億円）

（億円）

GG Plan
（見通し）

AG Plan
（実績）

（年度）’04’03 ’05 ’06 ’07 ’08
（予想）

AA Plan AG Plan GG Plan

化学品・エレクトロニクス

硫酸は化学工業の重要な基礎原料の1つで、金属精錬・肥料など、広い分
野で用いられています。硫黄・硫酸のトレードを手がける In terac id
Tradingはスイスに本社を置き、グローバルにビジネスを展開しています。
（写真は硫酸の運搬船）

Cantexが製造・販売する塩化ビニル製パイプ及び継手は、主に電線・通信
ケーブルの保護に使われ、米国において高いシェアを誇っています。他社
との差別化を図るため、軽量化パイプや埋設工事が容易なパイプなど、付
加価値の高い新製品を市場に投入しています。
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’03 ’04 ’05 ’06 ’07 ’08
（年度） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （予想）

売上総利益 331 415 483 479 460 530

持分法損益 11 7 9 1 5 —

当期純利益 26 75 89 78 47 80

基礎収益 42 76 100 64 49 —

総資産 2,591 3,115 3,562 3,905 3,528 —

AG Plan GG Plan
（実績） （見通し）

リスクアセット
（06年度末、08年度末） 520 490

リスク・リターン
（2年平均） 16.3% 14.3%
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中核事業会社を“より強く、より太く”するとともに、原

材料供給からEMS事業までをカバーするエレクトロニク

ス分野で新たなる付加価値を創造し、「収益基盤」「グルー

プ経営」の質の向上に取り組んでいきます。

基礎化学品分野では、合成樹脂で、Cantex Inc.がアリ

ゾナに新工場を稼働したことにより、米国南西部のシェア

拡大に取り組むと同時に、軽量化パイプをはじめとする差

別化新製品を投入していきます。有機・無機化学品では、

オレフィン、フェノール、硫酸・硫黄などのコア商品のグロー

バル展開を進めています。産業機能素材では、ソーダ灰な

どのガラス原料ビジネス及び排出権ビジネスを中心に収

益基盤の拡大に注力します。

エレクトロニクス分野では、薄型液晶TV/小型液晶に加

え、液晶モジュール生産に注力します。また、（株）スミトロ

ニクスのEMS機能高度化を図るとともに、アジア・北米に

加え、欧州に戦略拠点を拡大していきます。電子材料では、

シリコンウエハー、青色LED素子等のコアビジネスを拡大

しつつ、リチウムイオン電池などの新分野に注力します。

ライフサイエンス分野では、メディカルサイエンスで中

国での製薬事業を推進するとともに、メディサ新薬（株）を

軸にジェネリック抗癌剤の開発・製造・販売に力を入れて

います。また、アグリサイエンスでは、農薬の既存剤の買

収や新剤の共同開発により、商品ポートフォリオの拡大に

取り組んでいます。ペットケアサイエンスでは、The Hartz

Mountain Corporation（Hartz）を中心に、ペットケア関連

事業の拡大に注力します。

GG Planの基本戦略と2008年度の重点施策

2007年度の業績は、Cantex、スミトロニクス及び

Hartzといった主要事業会社がいずれも減益となったた

め、純利益は31億円減の47億円となりました。

基礎化学品分野では、排出権ビジネスで、インドネシア

のタピオカ澱粉工場の排水から発生する温室効果ガスの

回収プロジェクトが、国連CDM＊として承認されました。

ここで回収したメタンは、発電に利用されています。また、

硫酸・硫黄ビジネスでは、硫酸取扱量世界一を誇る

Interacid Trading S.A.が、チリの港湾設備の拡張など、ト

レード機能をさらに強化しました。

エレクトロニクス分野では、日本・アジアにおいて強みを

発揮しているスミトロニクスが、北米での薄型テレビ基板実

装ビジネスを本格的にスタートしました。また、従来の基板

実装だけでなくバリューチェーン拡大を図り、完成品組立ま

でのビジネスをスタートしました。液晶・ディスプレー分野

における設計体制を構築し、中国深Lでの実装技術改善体

制を確立したほか、品質保証体制を拡充しました。

ライフサイエンス分野では、アグリサイエンスで、販売

網拡大の一環としてロシアに農薬販売会社を設立し、伸長

著しい同国農薬市場に本格参入しました。また、イタリア

大手農薬製造会社の豪州販売子会社への資本参加を通じ

て、現地販売体制を強化しました。そのほか、アフリカの

セネガルとコンゴで、世界銀行の基金を利用した殺虫剤練

り込み蚊帳の供給案件を受注しました。ペットケアサイエ

ンスにおいては、一般小売ルートでHartzが米国市場に新

商品を投入しました。一方、獣医ルート用蚤・ダニ駆除剤

の拡大を目指し、獣医ルートでの販売に特化したSummit

VetPharm, LLCを設立しました。また、日本でもHartzブ

ランド商品の販売を開始しました。

＊CDM(Clean Development Mechanism)：クリーン開発メカニズム

2007年度の実績



岡本　巖
資源・エネルギー事業部門長
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バランスの取れた資源権益ポートフォリオの厚みを拡充

当事業部門では、銅・石炭・石油・LNG（液化天然ガス）を4本柱に、亜鉛（ボ

リビア）、ニッケル（マダガスカル）、ウラン（カザフスタン、米国）、鉄鉱石・マ

ンガン（南アフリカ）などのレアメタルを含む新たな資源権益を獲得・立ち上

げつつあり、資源ポートフォリオの厚みを拡充しています。持分銅量は商社トッ

プクラスにあるほか、豪州に優良な石炭権益を持ち、また、商社で唯一金鉱山

の権益を保有しています。トレードビジネスが拡大している中流・下流分野で

は、エルエヌジージャパン（株）でLNGの対日輸入契約量の約25%を取り扱い、

また、新たな成長分野として経営資源を投入しているクリーンエネルギー分野

では、太陽電池材料のビジネスを拡張しています。

業績ハイライト
（億円）

当社が出資する南アフリカ共和国の鉄鋼原料資源会社Assmang Limited
が保有するマンガン鉱山。同社の保有する鉱山の高品位マンガン鉱石の
埋蔵量は、世界でも最大規模です。

カザフスタン共和国で、国有原子力会社National Atomic Company
Kazatomprom、関西電力（株）と共同で開発するウェストムィンクドゥック
ウラン鉱床。2007年より試験生産に着手しており、2010年より本格生産
に移行する予定です。

資源・エネルギー

34 Sumitomo Corporation

’03 ’04 ’05 ’06 ’07 ’08
（年度） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （予想）

売上総利益 271 352 489 481 480 650

持分法損益 60 101 118 162 23 —

当期純利益 71 149 233 331 320 490

基礎収益 66 150 224 233 85 —

総資産 3,457 4,971 6,274 7,264 7,604 —

AG Plan GG Plan
（実績） （見通し）

リスクアセット
（06年度末、08年度末） 1,530 2,050

リスク・リターン
（2年平均） 21.9% 25.4%



Sumitomo Corporation   35

石炭・鉄鉱石・銅など主要鉱物資源の需給の世界的逼迫

で、石油も含め引き続き市況は総じて高値圏で推移してい

ます。石炭・銅・石油などの上流ビジネスからの収益が拡

大する一方で、資源権益の高騰により、権益獲得競争はか

つてないほど激しくなっています。また、資源保有国にお

ける資源ナショナリズムも増勢する傾向にあります。

こうした環境のもと、GG Planでは資産の入替を図りつ

つ、引き続き収益基盤の更なる拡大を目指しています。

上流ビジネスでは、既存権益の価値の最大化を進めると

ともに、ボリビアのサンクリストバル銀・亜鉛・鉛プロジェ

クト、マダガスカルのアンバービーニッケルプロジェクトな

ど、4本柱（銅・石炭・石油・LNG）に次ぐ資源プロジェクト

を着実に立ち上げ、ポートフォリオの更なる充実を実現し

ます。

4本柱のうち、銅では、インドネシアの銅鉱山での安定操

業に取り組むとともに新たな銅鉱山の開発を推進していま

す。また、石炭でも、未開発炭鉱の開発に取り組んでいます。

石油では、既発見未開発権益の獲得や、英領北海での既

存保有鉱区内の探鉱・開発、更には周辺未開発鉱区への拡

張投資にも取り組んでいます。

中流・下流ビジネスでも、精製事業や貯蔵施設を活用し

た石油のグローバルトレード、ならびに太陽電池トレードビ

ジネスを伸ばしていきます。また、米国において天然ガス

の電力・ガス会社向け取引に注力しています。

新たな成長分野としてのクリーンエネルギー、新エネル

ギー分野にも経営資源を投入し、将来の布石を打っていき

ます。

GG Planの基本戦略と2008年度の重点施策

2007年度の業績は、インドネシアや米州の銅事業など

が好調でしたが、ボリビアの銀・亜鉛・鉛事業で行っている

価格ヘッジについて評価損を計上したため、純利益は前年

度比11億円減の320億円となりました。

上流ビジネスでは、インドネシアのバツヒジャウ銅・金

鉱山が最高益を上げ、ペルーのセロ・ベルデ銅鉱山も硫化

鉱開発が順調で、当社参画後、初めての配当が実施されま

した。さらに、米国アラスカ州のポゴ金鉱山では、フル操

業を達成しています。

新たに加わった資源権益プロジェクトでは、各案件が順

調に進捗しました。ボリビアでは、米国のApex Silver

Mines Limitedと共同で手がける世界最大級の銀・亜鉛・

鉛鉱山が、生産を開始しました。マダガスカルでは、ニッ

ケル鉱山開発から地金精錬までを一貫して行うアンバト

ビープロジェクトにおいて、プロジェクトファイナンスが組

成され、開発工事が始まりました。

南アフリカでは、鉄鉱石・マンガン資源会社Assmang

Limitedの権益を追加取得しました。カザフスタンでは、

ウラン鉱山の試験生産に着手しました。米国ニューメキシ

コ州でも、カナダのStrathmore Minerals Corporationが

進める新規ウラン鉱床開発の事業化調査に参画しました。

中流・下流ビジネスでは、三井鉱山（株）の株式買い増し

を通じて、同社とのパートナーシップを深耕しています。

これにより、電極、アルミ精錬用カソードなどの炭素製品

の販売が大幅に増えました。さらに、国内LPG事業では昭

和シェル石油（株）との事業統合を決定する一方、国内石油

小売事業でも住商石油（株）の全株式を出光興産（株）に譲

渡することを決定し、資産の入替を実施しました。

クリーンエネルギー分野では、ノルウェーの太陽電池

用シリコン原材料製造会社 Renewable Energy

Corporation ASAとの提携に引き続き、中国のメーカー

であるSolargiga Energy Holdings Limitedに出資し、戦

略的パートナーシップを結びました。また、欧州・アジア地

域にも長期大型契約を実現しました。

2007年度の実績



加納　岳
生活産業・建設不動産事業部門長
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競争優位の事業をさらに強化し、新興市場での展開を促進

当事業部門は、「食料」「生活資材」「建設不動産」という、生活に関連した3

分野で事業を展開しています。食料分野では、消費者の関心の高い、安全・安

心を最優先した食料の生産・品質管理・販売までの一貫したビジネスを行って

います。生活資材分野では、タイヤ・生コン・木材建材・古紙などの分野で、業

界トップクラスの実力を誇る事業会社群を有します。また、建設不動産分野で

は、オフィスビルや商業施設の賃貸・運営事業、住宅開発・分譲事業、不動産

ファンドビジネスなどを主な柱とし、大型複合面開発事業にも注力しています。

業績ハイライト
（億円）

東京都中央区勝どきに2008年1月竣工した大規模超高層マンション「THE
TOKYO TOWERS」。総戸数2,794戸、地上58階は竣工時点で国内最高
階数。長期間不稼働状態であった事業用地を当社が取得し、法定再開発事
業として再生させました。

OAO Terneylesの工場完成後のイメージ図。2009年1月より、ロシアの
原木輸出税が大幅に引き上げられることを受け、加工工場を建設し、原木
輸出主体から、加工品輸出主体へと事業を転換します。

生活産業・建設不動産

36 Sumitomo Corporation

’03 ’04 ’05 ’06 ’07 ’08
（年度） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （予想）

売上総利益 736 667 836 1,181 1,220 1,300

持分法損益 1 8 5 24 20 —

当期純利益 117 (60) 127 172 195 220

基礎収益 51 98 116 174 183 —

総資産 7,606 7,664 7,720 7,417 7,420 —

AG Plan GG Plan
（実績） （見通し）

リスクアセット
（06年度末、08年度末） 1,330 1,390

リスク・リターン
（2年平均） 11.0% 16.0%
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当事業部門は、お客様の要請に応え、安全で安心な基盤

（材、空間、サービス）を提供することをミッションに事業

を展開しています。

食料分野では、青果などの生鮮食品、肥料及び砂糖を重

点的に強化します。青果ビジネスでは、バナナ事業で国内

量販店向け直販を強化し、質・量ともNo.1のプレーヤーを

目指します。また、中国・中東など海外への拡販や、新規

産地の開拓にも注力します。肥料ビジネスでは、国内は住

商アグリビジネス（株）を軸に販売を強化し、海外では豪

州・中国・タイ・マレーシアなどの重点市場で収益基盤を

拡大します。砂糖では日新製糖（株）との連携を強化し、国

内の販売基盤を拡充します。

生活資材分野のタイヤ事業では、米国で、タイヤ販売会

社TBC Corporation（TBC）が新規出店を加速して収益基

盤拡大に注力するほか、タイ・ロシアなどの成長市場で、

販売を強化します。木材資源事業では、ロシアにおける

2009年からの原木輸出税率引き上げを睨み、森林認証

（FSC：Forest Stewardship Council）材の加工事業を推

進するとともに、国内の建材関連会社は、経営効率化によ

り収益力向上を図ります。紙パルプ事業では、レンゴー

（株）、（株）日本製紙グループ本社との3社アライアンスを

通じ、板紙のビジネス基盤を強化します。

建設不動産分野では、ビル事業で、既存ビルの収益改善

や新規保有ビルの取得、開発処分型事業への取り組み強化

を図ります。住宅事業で、大型複合面開発案件を中心に優

良物件の供給を継続します。加えて不動産ファンドビジネ

スの拡大や新たなビジネスモデルの確立を図るほか、海外

でも事業基盤の構築を目指します。

GG Planの基本戦略と2008年度の重点施策

2007年度の業績は、住宅分譲など不動産事業が好調で

あったことにより、純利益は23億円増の195億円となりま

した。

食料分野の青果ビジネスでは、積極的な販促活動により

プレミアムバナナの販売を拡大し、生産基盤の拡充も進め

ています。肥料ビジネスでは、日東バイオン（株）と住商農

産（株）を統合した住商アグリビジネスが、2社の品揃えと

販売網を組み合わせ、多様な顧客ニーズに対応するととも

に、製造・物流を効率化して競争力を高めました。また、加

藤産業（株）と共同で中国華南地域最大規模の食品卸会社

に出資し、成長市場への進出の足場を築きました。

生活資材分野のタイヤ事業では、北米タイヤ市場低迷の

中、TBCが新規小売店の積極出店や商品ラインアップの

拡充に努めた一方、タイ・ロシアなどの成長市場での展開

を進めました。また、木材資源事業では、極東ロシアで初

めてFSCを取得した林産企業であるOAO Terneylesの

45%を保有する筆頭株主となり、木材加工工場の建設に

着手しました。

建設不動産分野では、GIC Real Estate Pte Ltd（シン

ガポール政府投資公社の不動産投資会社）と共同で、国内

の商業施設の投資・開発・運営について、2年間に1,500億

円程度の大規模投資を行うこととしました。当社のノウハ

ウ・ネットワークを活かし、投資案件の発掘・開発・運営・管

理などを実施して価値を高め、長期の運用収益を確保しま

す。具体的には、2008年3月に阪神御影駅前に阪神百貨店

を核に多様な専門店を集結した、地域密着型の開発案件で

ある大型商業施設「御影クラッセ」をオープンしました。マ

ンション分譲事業では、東京都勝どきの高層マンション

「THE TOKYO TOWERS」が竣工しました。また、「御影

クラッセ」に隣接する高層マンション「御影タワーレジデン

ス」も、2008年度に販売開始予定です。ビル事業では、ビ

ルの売却と新規取得を行い、資産の入替が進みました。

2007年度の実績



柴原　誠
金融・物流事業部門長
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金融・物流

総合商社の情報力やノウハウを活かした高付加価値機能を

提供

当事業部門は、総合商社ならではの幅広い情報力・ノウハウ、ネットワーク

を駆使した、付加価値の高い金融・物流ビジネスを展開するとともに、多様な

サービスを他事業部門や事業会社に提供しています。金融分野では、長年培っ

たノウハウを活かし、コモディティビジネス・アセットマネジメントビジネスを

拡大するとともに、新設したリース事業部を中心に、三井住友ファイナンス＆

リース（株）とのシナジー効果を追求します。物流分野では、住商グローバ

ル・ロジスティクス（株）を中心とした国内外にわたる複合的な物流機能の提供、

ベトナム・インドネシア・フィリピンに展開する工業団地の集積に特長があります。

業績ハイライト
（億円）

ロンドンのトレーディング会社Sumitomo Corporation Global
Commodities Limitedのディーリングルーム。国際商品市場において24
時間取引ができる体制を整え、欧米市場の開拓を図っています。

自動車関連の物流事業を行う南京長安民生住久物流有限公司。急成長す
る中国の自動車市場で、自動車用部材から組立工場の構内物流、完成車ま
でも含めて質の高いサービスを提供しています。

38 Sumitomo Corporation

’03 ’04 ’05 ’06 ’07 ’08
（年度） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （予想）

売上総利益 157 170 250 292 318 340

持分法損益 11 15 23 14 9 —

当期純利益 24 28 62 59 51 100

基礎収益 20 28 75 70 61 —

総資産 1,935 2,328 4,708 4,301 4,495 —

AG Plan GG Plan
（実績） （見通し）

リスクアセット
（06年度末、08年度末） 350 1,570

リスク・リターン
（2年平均） 20.8% 7.9%
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金融分野では、三井住友ファイナンス＆リース（SMFL）

の主管業務及び航空機リース事業の移管を受け、2008年

4月にリース事業部を新設しました。当社、SMFL、（株）三井

住友フィナンシャルグループの協業により、幅広い金融分

野でのビジネス基盤の構築・収益力強化が、新たな重点戦

略となります。

市況商品を扱うコモディティビジネスでは、実需ビジネ

スの深耕とともに、欧米市場の開拓を図ります。

アセットマネジメントビジネスでは、当社が強みを有す

る商品インデックス、ヘッジファンドなどオルタナティブ投

資の分野で、運用資産残高の拡大を目指します。

直接投資・ファンド投資事業では、アジアなどの成長市

場の投資機会を捉え、新たな事業価値創出に積極的に取

り組みます。

物流分野では、東南アジア・中国を中心に、原材料・部品

や消費関連の物流マーケットがさらに拡大しています。こ

れらの地域を基点とした物流のグローバルネットワークを

拡充するとともに、部品調達物流の一括請負に注力し、物

流品質の一層の向上や多機能化に努めていきます。

海外工業団地ビジネスでは、入居企業に対する総合力を

発揮したサービス展開により、収益基盤を拡大していきま

す。同時に、地域の経済振興に貢献し、当社のプレゼンス

の高揚を図ります。

保険分野では、再保険仲介などへの取り組みにより、収

益基盤を拡大していきます。

GG Planの基本戦略と2008年度の重点施策

2007年度の業績は、コモディティビジネスが減益となっ

たため、純利益は8億円減の51億円となりました。

金融分野では、市場の信用収縮による資金需要の高まり

に対応し、売掛金債権を担保とする中小企業向け金融サー

ビスでビジネスモデル特許を持つ、（株）ガリアプラスを買

収しました。今後、当社関係先との提携を推進し、事業基

盤の拡大を図ります。また、金融商品取引法に対応し、ア

セットマネジメントビジネス推進に必要な証券業登録を有

する、SCM証券（株）を設立しました。これにより、金融商

品の企画・販売力を一層強化するだけでなく、他事業部門

への証券機能提供も手がけていきます。

物流事業では、新たに南京市に総合自動車物流事業会

社を設立しました。この事業会社では、自動車用部材から

組立工場の構内物流、完成車までも含めて一手に扱います。

さらに、日系の精密機器メーカー向けに、ベトナムと中国

華南地区を結ぶ陸路輸送サービスを定期便化しました。

海上輸送に比べて所要日数が大幅に短縮でき、定時の輸送

が可能となりました。中国では自動車部品・完成車、危険

化学品、電子・電機製品向け、アジアでは自動車・二輪車、

建設機械向けのサービス提供を拠点の増設により強化し

ています。

海外工業団地ビジネスでは、ベトナムのタンロン工業団

地の第3期開発区画の販売が終了し、全ての開発区画の販

売が好調に完了しました。今後も、日本からのベトナム向

け投資がさらに拡大すると見込まれることから、新たに同

規模の工業団地、第二タンロン工業団地の開発に着手しま

した。そのほか、インドなど他の地域への展開も検討して

いきます。

2007年度の実績
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グローバルにビジネスを展開する住友商事

住友商事の重要なビジネス基盤の1つに、全世界に展開している約150の拠点網や、約800社の連結対象会社からなる

グローバルネットワークがあります。異なる事業分野をカバーする8つの事業部門と、国内・海外の地域組織が連携し、

世界各地の成長機会を捉えることにより、グローバルベースでの収益基盤を着実に拡大させています。

国内 37％ 

米州 18％ 

その他

6％ 

 大洋州3％

アジア21％ 

•メディア
•小売
•不動産
•リース事業

•金属製品
•建設機械
•タイヤ販売

•金属製品
•油田開発
•自動車

•金属製品
•発電
•銅・金鉱山開発
•自動車
•化学品

欧州 11％ 

● アジア・中国の主なビジネス

● 欧州の主なビジネス

●● 国内の主なビジネス

● 米州の主なビジネス

中国 

4％ 

「国内」では、当社が強みを持つケーブルテレビ事業のジュピターテレコム、テレビ通販のジュピターショップチャンネル、

リース事業の三井住友ファイナンス＆リース、住友三井オートサービスが、引き続き基盤を拡大しているとともに、マン

ション分譲、オフィスビル賃貸事業が安定した収益源となっています。

「米州」では、米国のペットケアや塩ビパイプ製造ビジネスなどの消費・住宅関連事業の一部でサブプライムローン問題

の影響を受けていますが、現在収益貢献が大きいビジネスは、油井管ビジネスをはじめとした金属製品ビジネス、鉱山開

発用建設機械ビジネスなどであり、影響は限定的です。

「欧州」では、北海での油田事業や油井管のSCM事業、自動車卸売・小売・金融事業が安定的な収益の柱となっています。

経済成長が著しい「アジア・中国」では、広域に展開するスチールサービスセンターや販売、金融、部品製造などの自動

車ビジネス、旺盛な電力需要を背景とした発電事業を拡大しています。

グローバルに展開する主なビジネス

2007年度の地域別基礎収益＊を見ると、国内、米州・欧州などの先進国、アジア・中国等の新興国の3つの地域それぞれ

で、ほぼ1/3ずつ、地域別に見てもバランスの取れた収益構造になっています。

2007年度
地域別

基礎収益

＊基礎収益＝（売上総利益－販売費及び一般管理費－利息収支＋受取配当金）×（1－税率）＋持分法損益
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車体製造ライン

完成車

グローバルな成長機会を捉える具体的取り組み

このようなバランスの取れたビジネス基盤をさらに拡充するために、今後の成長が期待できる新興国（インド、ベトナム、

UAE）で、当社が行っている最近のビジネスの取り組みについて紹介します。

事業内容

Swaraj Mazdaは1983年の設立以来、小型トラック･バスの製造・販売事業を行って

おり、現在ではインド全土に約130の販売拠点を保有する中堅商用車メーカーとなって

います。2006年には約1万2,000台を生産し、インドの商用車市場シェアの3～4%を占

めています。

2007年からは交通インフラ整備に伴い、中型から大型のバス需要が増大することを

見込んで、いすゞ自動車から中大型バスの生産に関する技術支援を受け、40～45人乗

りバスの生産を開始しています。

インドでは、車台を自動車メーカーが製造し、車体を専業メーカーが製造するのが一

般的ですが、同社では車台･車体の一貫生産を行っています。また、自社の販売網を通じ

て、完成バスの販売・アフターサービスを行っており、顧客ニーズに対応できる体制を

整えています。

今後の成長戦略

商品ラインアップの拡充のためにいすゞ自動車との提携をさらに進め、中型バス（20

～25人乗り）についても生産開始の準備をしているほか、トラックの現地生産について

検討を開始しています。
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● 市場概況

インドでは、IT産業を牽引役として、製造業が順調に伸びており、2003年以

降、7%を超える経済成長を持続しています。

11億人を超える人口を有する同国では、経済の発展に伴い、中間所得者層

が増加し、消費市場が急速に拡大しています。中でも、自動車市場は年率10%

以上のペースで成長しており、2007年の国内自動車生産台数は230万台まで

拡大しています。

● 市場の成長を取り込むための当社の打ち手

国内市場だけでなく、輸出基地としても引き続き拡大が見込まれるインド自

動車産業に対し、当社は、自動車関連ビジネスを積極的に展開しています。

日新製鋼と現地自動車部品メーカーと共同で自動車用鋼管製造事業を、ま

た、当社子会社の（株）キリウと現地Hero Motorsと共同でブレーキディスク製

造事業を、それぞれ2007年より開始しています。また、ハイウェー網の整備に

伴うトラック・バス需要の増大に対応し、当社が約40%を出資する小型トラッ

ク・バス製造会社Swaraj Mazdaが、中大型バスの生産を開始しています。

トラック・バス製造・販売会社“Swaraj Mazda Limited”



● 市場概況

政治的・社会的に安定し、勤勉な若年労働者が豊富なベトナムでは、近年、

投資受入れ体制が急速に改善しており、日系製造業から「チャイナプラスワン」

の投資先として脚光を浴びています。

2007年1月にWTO加盟を果たし、市場開放の進展や投資環境の改善が加速

することが見込まれ、今後も日系企業の更なる進出が期待されます。

● 市場の成長を取り込むための当社の打ち手

当社は、2009年1月に予定されている外資による商活動開放に先立ち、

2007年10月に、現地法人「ベトナム住友商事」を設立し、ベトナムにおける商

取引のノウハウ蓄積と、それらに精通した人材の拡充を行い、事業基盤の強化

を図っています。

ベトナムの経済発展を支える電力・水処理・交通等のインフラ整備プロジェ

クトを推進しているほか、加速する日本企業の進出を支援する工業団地事業を

拡大するとともに、中越陸路定期輸送を開始するなど、物流サービスの拡充も

図っています。また、自動車・家電メーカー向けにはハノイ、ダナン、ドンナイ

の3都市で展開するスチールサービスセンターで鋼板の加工サービスを提供

しているほか、スミトロニクスがIT機器・デジタル家電メーカー向けにEMS＊

事業を行っています。

＊EMS(Electronics Manufacturing Services):電子機器の受託製造サービス
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団地入口

団地内スチールサービスセンター
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事業内容

タンロン工業団地は、1997年ハノイ市にベトナム国営企業と合弁で設立、以来10年

間で274ヘクタール、東京ドーム約60個分の面積を開発し、キヤノン（株）や松下電器産

業（株）などの日系企業を中心に82社を誘致してきました。同工業団地からの年間輸出

額は約16億ドルに上り、ベトナムの輸出額の3%を超える水準になっています。

入居企業には、電力・水から排水処理などのインフラや会社設立手続きなどのサービ

スを提供するとともに、団地内に保税物流センターを設け、ハード・ソフト両面から入

居企業をサポートしています。

今後の成長戦略

日系企業の更なる進出に合わせ、ハノイ市に隣接するフンイエン省で、第二タンロン

工業団地の開発に着手しており、2008年8月から販売を開始する予定です。

また、団地内スチールサービスセンターが設備拡張を行うなど、当社のビジネス拡大

にも活用していきます。

工業団地“Thang Long Industrial Park（タンロン工業団地）”
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● 市場概況

原油の可採埋蔵量が世界の約60%を占める中東では、近年、世界的なエネ

ルギー需要の増大に伴い、石油・ガスの掘削・開発活動が活発化しています。

また、オイルマネーは世界の金融市場や国内のインフラ・都市開発投資などに

向けられています。

UAEのアブダビは、石油・天然ガス関係を中心に発展を図る一方、ドバイは、

フリーゾーンを設立して外資を積極的に受け入れることで、湾岸地域経済の

ハブとしての地位を確立しています。

● 市場の成長を取り込むための当社の打ち手

当社は、中東諸国の石油・ガス開発ならびに石油化学プラント建設での金属

関連需要を最大限に取り込むべく、多様なビジネスを展開しています。ドバイ

のMezon Stainless Steel FZCOでは、ステンレス鋼管・鋼板・継ぎ手・フラ

ンジなどの在庫ビジネスを展開しています。さらに2008年には、ドバイにSC

Tubular and Steel Products (M.E.) FZCOを立ち上げ、油井管・配管・特殊管

関係の販売と関連事業活動を強化しています。

また、インフラ・都市開発の活発化に合わせて、建設機械の販売拠点をUAE

に置き、中東諸国への販売拡大を図っています。

事業内容

当社の金属事業部門は、鋼管の供給から在庫・加工・検査・輸送・修理までの一貫した

サービスを提供するSCM事業を、日本・米国・英国・シンガポール・豪州・中東の6拠点

を核として全世界で展開してきました。

中でも、中東での石油・ガス開発関連の高級油井管や配管の需要が急増していること

から、2008年3月にSC Tubular and Steel Products (M.E.) FZCOをドバイに設立し、

中東での鋼管販売の拡大からSCM事業の展開までを視野に入れた、幅広い販売体制強

化を図っています。同社では、油井管を中心に、UAE・カタール・サウジアラビア・クエー

トなどの中東湾岸諸国の客先へ向けて、販売活動を行っていきます。

今後の成長戦略

中東では、石油開発に加え環境負荷の比較的少ないガス開発も活発化していることか

ら、国営石油・ガス公社や欧米系オイルメジャーのガス開発用鋼管需要を積極的に取り

込んでいきます。

また、高付加価値高級鋼管の在庫販売を行うとともに、高度化・専門化する技術・コマー

シャル両面での客先の要求に対し、この事業会社を基点にしてタイムリーかつ満足度の

高いサービスを展開していきます。 鋼管ヤード（ドバイ）

建設中の高層ビル（ドバイ）
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U A E ア ラ ブ 首 長 国 連 邦

鋼管事業会社“SC Tubular and Steel Products (M.E.) FZCO”



● その他

三井住友ファイナンス&リース（旧住商リース） ※45.00 総合リース業（07/3末は96.73%、07/10より45.00%） 100.6 89.4

44 Sumitomo Corporation

連結業績に与える影響が大きい関係会社

2007年度末 2006年度 2007年度
持分比率 事業内容 持分損益 持分損益
（%） （億円） （億円）

● 金属

ERYNGIUM ※89.10 油井機器用金属部品のサプライ・チェーン・マネジメントサービス — 46.6

SC Pipe Services 100.00 米国における鋼管製造・販売会社等への投資 30.2 18.6

National Pipe 16.00 サウジアラビアにおける鋼管製造・販売会社 9.7 14.8

住商メタレックス ※100.00 非鉄金属製品、建材、住設配管資材等の販売 16.6 13.0

Asian Steel 100.00 東南アジアにおけるスチールサービスセンター（鋼材加工・販売） 6.9 11.1

Sumisho Steel Corporation (Hong Kong) ※100.00 中国華南地区におけるスチールサービスセンターへの投資 1.7 8.3

● 化学品・エレクトロニクス

住友商事ケミカル ※100.00 化成品・合成樹脂の国内・貿易取引 11.5 16.3

スミトロニクス ※100.00 EMS事業、電子機器・部品等の販売 25.8 15.0

Summit Agro Europe ※100.00 欧州における農薬販売会社への出資 7.1 8.0

The Hartz Mountain Corporation ※96.30 ペット用品製造・販売 4.6 0.5

Cantex ※100.00 塩化ビニールパイプの製造・販売 17.5 （0.9）

● 海外現地法人

米国住友商事 100.00 輸出入及び卸売業 235.6 219.0

欧州住友商事ホールディング 100.00 輸出入及び卸売業 53.2 84.6

アジア住友商事 100.00 輸出入及び卸売業 64.0 70.5

在中国現地法人9社 100.00 輸出入及び卸売業 31.5 34.9

オーストラリア住友商事 100.00 輸出入及び卸売業 12.9 14.4

台湾住友商事 100.00 輸出入及び卸売業 8.3 9.0

● 生活産業・建設不動産

TBC Corporation ※100.00 米国におけるタイヤの小売・卸売 36.0 39.5

住商紙パルプ 100.00 紙・板紙、製紙原料、各種包装資材の輸出入・販売 10.8 8.0

住商セメント 100.00 セメント・生コンクリート・コンクリート製品の販売 7.4 6.5

バナナ事業会社3社 — 青果物の輸入販売 11.6 4.0

● インフラ

MobiCom Corporation 33.98 モンゴルにおける総合通信サービス業 14.9 23.1

Perennial Power Holdings ※100.00 米国における発電所アセットの開発・保有・運営 11.5 14.7

● 金融・物流

住商ブルーウェル 100.00 損害保険・生命保険代理業 7.2 7.4

Thang Long Industrial Park 58.00 ベトナムにおける工業団地の開発・販売・運営・保守 4.6 4.3

（注）※印を付した会社の持分比率及び持分損益は、他セグメントの持分を含めた全社合計の比率及び金額を表示しています。

● メディア・ライフスタイル

ジュピターテレコム 27.76 CATV局の統括運営（07/3末は25.74%） 66.2 67.5

SCメディアコム（旧ジュピターTV） 100.00 番組供給事業及びテレビ通販事業の統括運営
（07/3末は50.00%、07/7より100.00%） 40.0 60.3

住商情報システム 58.96 システムインテグレーション、IT関連ハードウェア・ソフトウェアの販売、
情報処理サービスの提供（07/3末は56.98%） 24.7 31.3

サミット ※100.00 食品スーパーマーケットチェーン 26.2 28.5

エム・エス・コミュニケーションズ ※50.00 移動体通信・回線・端末の販売及び通信回線の販売 26.2 27.2

モンリーブ ※100.00 ドイツの高級織物ブランドFEILERの総輸入元・企画・販売会社 11.3 11.3

● 資源・エネルギー

ヌサ・テンガラ・マイニング 74.28 インドネシア・バツヒジャウ銅・金鉱山開発プロジェクトへの投融資（権益持分35%） 34.0 91.3

Sumisho Coal Australia 100.00 オーストラリアにおける石炭プロジェクトへの投資 98.0 83.8

SC Minerals America ※100.00 米国・モレンシー銅鉱山／ポゴ金鉱山、チリ・カンデラリア／オホス・デル・サラド
銅鉱山への投資 48.0 56.3

SMM Cerro Verde Netherlands 20.00 ペルー銅鉱山への投資 9.9 30.9

北海油田事業権益保有会社2社 ※— 英領・ノルウェー領北海における石油・天然ガスの開発・生産・販売 0.1 26.5

エルエヌジージャパン 50.00 LNG（液化天然ガス）事業及び関連投融資 19.3 16.4

Petro Summit ※100.00 石油・重油を中心とするトレード 16.6 13.0

SC Mineral Resources 100.00 オーストラリア・ノースパークス銅鉱山への投資 19.3 8.6

ボリビア銀・亜鉛・鉛事業会社2社 100.00 ボリビア銀・亜鉛・鉛鉱山操業会社及び精鉱販売会社への投資 0.0 （14.4）

Summit Gulf Venture ※100.00 米国メキシコ湾における石油・天然ガスの開発・生産・販売 （85.2） （112.9）

Apex Silver Finance 35.00 ボリビア銀・亜鉛・鉛鉱山に関するヘッジ取引 — （221.2）

● 輸送機・建機

住友三井オートサービス（旧住商オートリース） 60.00 自動車リース（07/3末は100.00%、07/10より60.00%） 50.4 49.8

Oto Multiartha 80.30 インドネシアにおける自動車販売金融 16.3 21.2

Summit Oto Finance ※99.51 インドネシアにおける自動車販売金融（07/3末は99.59%） 15.3 6.2

Sumisho Aircraft Asset Management ※100.00 航空機オペレーティングリース事業 2.0 4.8
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